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　「医療崩壊」という言葉を近時盛んに耳にするようになったが，この現象は
とりわけ産科において顕著なようである。実際，年々産科医が減少し，各地で
産科を閉鎖する医療機関が続出している旨の報道がしきりとなされている。加
えて，相次ぐ受け入れ拒否によって妊婦や児が死亡する事件が続発するに至り，
「出産難民」という言葉さえ生まれている。こうした事態に至った原因として
は，一方で労働環境が劣悪であることや少子化傾向に伴う志望者の減少もある
が，他方で民事訴訟件数のとどまるところを知らない増加がその大きな要因で
あるとされている 1。
　こうした現状を踏まえて，自民党は 2006 年に「産科医療における無過失補
償制度の枠組みについて」と銘された報告書を公表し，同報告書を受けて，「産
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科医療補償制度運営組織準備委員会」が設置された。そして，同委員会におけ
る多様な議論を経て，2009 年 1 月より発足される運びとなったのが，「産科医
療補償制度」である。本制度は，「産科医不足の改善や，今後の産科医療提供
体制の確保」をわが国の医療におけるプライオリティの高い重要課題と位置付
け，「通常の妊娠・分娩にもかかわらず，脳性麻痺となった」児に対して一定
額の補償をしようとするものである。上述のような現状にある産科医にとって
一筋の光明になることが，本制度に期待されるところである。もっとも，本制
度は果たして，そのような期待に確実に応え得るものと評価できるのだろうか。
残念ながら，本制度に関する検討は未だ十分になされているとは言い難い。し
かし，今後の運営を見ていくためにも，本制度が本格的に動き出す前であるこ
の時期にこそ，本制度のメリット・デメリットを検証し，その課題と展望を明
らかにしておくことが必要なのではなかろうか 2。
　以上のような問題意識から，本稿では産科医療補償制度の課題と展望を明ら
かにしたい。後述するように，本制度は「補償の機能」と「事故原因の分析・
再発防止の機能」の 2機能を併せ持つとされているが，著者の問題関心から，
もっぱら前者の「補償の機能」に焦点を絞って検討をおこなう。検討の順序と
しては，まず産科医療補償制度が成立するまでの経緯と本制度の具体的な内容
を素描する（第 2章）。その後，医療関係者や法律関係者の本制度に関する言
及等を踏まえ（第 3章），本制度の課題と展望を明らかにしたい（第 4章）。
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　本章では，産科医療補償制度が設立されるまでの経緯を簡単に押さえたうえ
で，本制度の具体的内容について概観する。ただし，本稿の問題関心から，全
般的な概観はせず，「補償の機能」を検討するうえで必要な限りの概観にとど
める。            
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　医療の分野における無過失補償制度創設の要求は，1972 年の日本医師会法
制委員会による「『医療事故の法的処理とその基礎理論』に関する報告書」を
その嚆矢とするようである 3。この報告書において同委員会は 3つの提言をお
こなっており，その 1つが，医師に過失がないにもかかわらず不可避的に生じ
てしまう重大な被害について，国家的規模で損害補償制度を創設し，その救済
を図ることであった 4。
　しかし，その提言が顧みられることはしばらくなく，2004 年になってよう
やくこの問題を検討するための委員会，すなわち「医療に伴い発生する障害補
償制度検討委員会」が設置された。本委員会は，医師のみならず社会保障学者
や法学者なども構成員となって，スウェーデンやニュージーランドの実態につ
いての調査をおこない，2006 年 1 月に「医療に伴い発生する障害補償制度の
創設をめざして」と題する答申をまとめて最終的な提言をおこなった。そこで
は，「理想像としては全医療に無過失補償制度を実施することが望ましい」が，
資金面での限界等もあることから，最も緊急度が高い「『分娩に関連する神経
学的後遺症（いわゆる脳性麻痺）』に対する無過失補償制度」の先行実施を求
めるとの提言がなされている。また，「過失の有無にかかわらず補償するもの
である以上，法律で民事訴訟による解決を凍結する法的措置が望ましい」とし
ている 5。
　その後 2006 年 11 月に，自民党政務調査会，社会保障制度調査会および医療
紛争処理のあり方検討会により「産科医療における無過失補償制度の枠組みに
ついて」という報告書が示され 6，それを受けて，2007 年 2 月，厚生労働省の
委託事業として産科医療補償制度運営組織準備委員会が財団法人日本医療機能
評価機構に設置された。同年 2月 23 日から同委員会において産科医療補償制
度の創設に向けたさまざまな議論が 12 回に亘って行われ 7，それらの議論を
踏まえて 2008 年 1 月 23 日に「産科医療補償制度運営組織準備委員会報告書」
が提出された 8。            
　2008 年 3 月，日本医療機能評価機構の理事会・評議員会において，同機構
が本制度の運営組織を引き受けることが正式に決定された。同年 4月以降，同
機構において産科医療補償制度運営委員会の設置など引き続き準備作業がおこ
なわれ9，この度2009年1月1日以降の分娩につき補償が開始される運びとなっ
た 10。
　本制度については 2008 年 10 月より加入手続きが始まっており 11，2008 年
12 月 2 日段階での分娩機関の加入状況がホームページ上で公開されている 12。
データを見る限り，加入率は概ね高い（「病院・診療所」は 98.8％であり，「助産所」
は 93.9％である）。ちなみに富山県においては，「病院・診療所」および「助産所」
はともに 100％の加入となっている。
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　産科医療補償制度は，①「分娩に係る医療事故（過誤を伴う事故および過誤
を伴わない事故の両方を含む。以下同じ。）により脳性麻痺となった児およびそ
の家族の経済的負担を速やかに補償する」こと，および②「事故原因の分析を
行い，将来の同種事故の防止に資する情報を提供することなどにより，紛争の
防止・早期解決および産科医療の質の向上を図ること」を目的としており，そ
れに対応して「補償の機能」と「事故原因の分析・再発防止の機能」とを併せ
持つ。
　本制度においては，「産科医療の崩壊を一刻も早く阻止する観点」から民間
の損害保険が活用されるために，そしてまた，制度を継続的かつ安定的に運営
するために，「収支のバランスの維持に特段の配慮」をした制度設計がなされ
る必要があるとされている。もっとも他方で，分娩機関が支払う損害保険料相
当額は分娩費用の増額で賄われるところ，これについては健康保険の出産育児
一時金の引上げで対応されるという意味で国民が広く医療保険料の形でその財
源を負担することから，本制度は「公的な性格」を有するとの位置付けがされ
ている。それゆえ，補償が「効果的かつ，効率的に」おこなわれるよう制度設           
計がなされている。
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　補償は，「分娩に係る医療事故により脳性麻痺 13 の児」が出生した場合に，
あらかじめ分娩機関と妊産婦との間において取り交わされる「補償契約」に基
づき，しかしながら，分娩機関に代わって運営組織により当該児に対しておこ
なわれる 14。この補償契約に関しては，分娩機関によりその内容が異なること
がないよう，日本医療機能評価機構によって作成された標準補償約款が用いら
れる 15。
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　補償の対象となるのは，「通常の妊娠・分娩にもかかわらず分娩に係る医療
事故により脳性麻痺となった」児であり，出生体重・在胎週数による基準が原
則として示されている。具体的には，「出生体重 2000 ｇ以上かつ，在胎週数
33 週以上で脳性麻痺となった場合」で，「重症度が身体障害者等級の 1級およ
び 2級…に相当とする者」が対象となる。ただし，この基準に該当しても，「除
外基準」（先天性要因および新生児期の要因）に該当すれば対象から除かれる。
　しかしながら，こうした数値を絶対的基準とすることには困難を伴うことか
ら 16，基準を下回る児であっても，「分娩に係る医療事故に該当するか否かと
いう観点」からの個別審査を受けることで保護の対象となりうる。具体的には，
在胎週数 28 週以上 17 で，かつ，（ア）「低酸素状況が持続して臍帯動脈血中の
代謝性アシドーシス（酸性血症）の所見が認められる場合」，あるいは，（イ）「胎
児心拍数モニターにおいて特に異常のなかった症例で，通常，前兆となるよう
な低酸素状況が，例えば前置胎盤，常位胎盤早期剥離，子宮破裂，子癇，臍帯
脱出等によって起こり，引き続き，次の①～③のいずれかの胎児心拍数パター
ン〔①突発性で持続する徐脈，②子宮収縮の 50％以上に出現する遅発一過性徐脈，
③子宮収縮の 50％以上に出現する変動一過性徐脈〕が認められ，かつ，心拍数基           
線細変動の消失が認められる場合」に該当する児である。　
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　補償申請者は，制度加入者である分娩機関であり，当該分娩機関における出
生児（代理人を含む）からの申請依頼に基づき，当該分娩機関が申請をおこな
うこととなる。この申請にあたっては，認定請求書のみならず，診療録・助産
録等の検査データ等の提出も求められる。当該分娩機関が機構から調査に必要
と認められた資料の提出を求められる場合もある 18。具体的な審査は，まず，
脳性麻痺に関する医学的専門知識を有する産科医や小児科医が申請書類に基づ
き書類審査をおこなう。その後この結果を受けて，この分野に通ずる産科医，
小児科医および学識経験者等を中心に構成される「審査委員会」において最終
的な補償の可否が決定される。補償請求者は，審査結果に不服があれば，再審
査請求をおこなうことができる。こうした仕組みは，「速やかな補償金の支払い」
と「厳正な審査」との両立を考慮したものである。
　こうした手続を経て，運営組織から補償対象としての認定を受けると，当該
児は当該分娩機関に代わって運営組織から補償金の支払いを受けることが可能
となる。
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　こうした審査により補償対象であるとの認定を受ければ，まずは「看護・介
護を行うための基盤整備のための準備一時金」として 600 万円が支給され，そ
の後，20 歳まで 20 回分割で定期的に 120 万円が支給される（「準備一時金＋分
割金方式」）。分割金に関しては，当該児の生存・死亡を問わず，重症度に応じ
て補償水準に差を設けることもなく，一律に支給がなされる 19。
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　補償金と損害賠償金とが二重に給付されることがないよう，分娩機関に損害
賠償責任がある場合，給付金のうち賠償の対象である損害額に相当する金銭を
当該分娩機関が負担するとの観点から，制度上調整がおこなわれる。           
　運営組織は，原因分析委員会において「医学的観点」から原因の分析をおこ
ない，その結果を分娩機関および児・家族へと通知する。このように同委員会
の判断は原則として医学的観点からのものにとどまる以上，損害賠償責任の前
提たる過失判断に関しては，示談，ＡＤＲまたは裁判所による和解・判決等の
結果にしたがうこととなる。そしてその結果が過失を認めるものである場合に
は，これに基づいて補償金と損害賠償金との調整がおこなわれる。しかしなが
ら，同委員会が「医学的観点」から原因分析をおこなった結果，分娩機関に「重
大な過失が明らかであると思料される」場合，同委員会は，医療過誤訴訟に精
通した弁護士等を委員とする調整委員会に諮って，例外的に「法律的な観点」
から検討をおこない，その結論によって当該分娩機関との間で負担の調整がお
こなわれる。
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　本制度は，「保険料収入，ならびに補償金および事務経費の収支が破綻しな
いように余裕」をもって制度設計されたため，遅くとも 5年後を目途に必要な
見直しをおこなうとされている。見直しの対象は，補償対象者の範囲，補償水準，
保険料の変更，組織体制等である。また将来的には，「産科の枠を超え，医療
全体を視野に入れた公的な補償制度の設立を目指していくことが望ましい」と
している。
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　第 1章でも述べたように，今回創設された制度に関する言及は未だ多くない。
そこで本章では，本制度じたいに関する評価のみならず，本制度の創設前また
は創設中に示された要望，提案および見解をあわせて検討することで，これら
要望等と実際に創設された制度との間の相違点が明らかとなるようにつとめて
みたい。以下では，医療関係者の見解と法律関係者の見解を分けて，順に見て           
いく。
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　本制度が創設される前から，「無過失補償制度」の創設を望む見解は散見さ
れた。これらの見解に概ね共通するのは，後を絶たない医療過誤訴訟の提起へ
の憂いと戸惑いであり，こうした現状を改善するために，ヨリ正確には訴訟提
起の件数を減少させるために，無過失補償制度の創設が望まれるとしていた。
たとえば，岡井崇医師は，「医療事故を減少させる観点からみて，NFC制度〔著
者注：No-Fault Compensation（無過失補償制度）〕は理念的に訴訟より優れた
制度」であり，「簡単な手続き，低額な費用で迅速に，より多くの患者が補償
される」という点で補償を受ける患者側にとって利点が高いとしている。また，
「補償額が訴訟で勝訴した場合よりも低額になることはデメリットである」も
のの，「類似した事例で高額な賠償金が得られる場合とまったく賠償を受けら
れない場合が起こるという，訴訟制度での不公平感が解消される」という 20。
　同じく長野展久氏は，「医療に内在するリスクが十分に理解されていない現
状では，患者側が医療行為に関連した有害事象を受容する」のは難しくて訴訟
件数が減少するとは思えず，「ましてや，不可抗力型の医療事故であっても，
損害賠償を含めた反省謝罪，再発防止などを要求する声が非常に多い中では，
医療事故被害者に速やかな救済措置が施されない限り，不毛な医事紛争は後を
絶たない」と現状を分析したうえで，「医療事故被害者に対するセイフティネッ
トとして，診療行為にかかわる重篤な副作用，合併症，あるいは予期せぬ不幸
な有害事象が発生した場合には，過失の有無にかかわらず，まずは患者救済を
優先する『無過失補償』という制度を早急に検討する必要がある」という。併
せて長野氏は，「速やかな補償と同時に，医療者に過失があるのか，それとも
不可抗力の事例かどうかを検証していくべき」と指摘する。なぜなら，「ひと
たび医療行為に関連した有害事象が発生すると，たとえそれが病気の自然経過
で説明できる範囲内の出来事であっても，『病気のため』であると患者側が納           
得するまでには相当な時間を必要とすることが多」く，「中立的第三者機関の
検証によって無過失が認定されれば，患者側の受け入れも容易になるであろう
し，同様の症例に遭遇した時に，医師が過剰に萎縮したり，防衛的な態度にな
ることも少なくなると思われる」からである 21。
　上述の２氏の見解は，無過失補償制度と訴訟制度とを並立させる見解だと思
われるが，藤村伸医師はさらに一歩進めた主張をしている。すなわち，「本制
度が過失の有無にかかわらず補償するものである以上，民事訴訟による解決を
凍結する法的措置が望ましいが，訴訟権まで停止することは憲法上許されない」
ため，「訴訟を起こした場合には，すでに支払われた補償金の返還を求め，こ
の制度から離脱するものと規定する条項が必要になる」とする 22。
　上に述べてきたような見解はすべて無過失補償制度の導入を主張すべきもの
ではあるが，しかしながら，過失の認められた医師および医療機関を免責すべ
きとまで主張するものでないことには注意が必要である。たとえば，藤村医師
は，「本制度は医療過誤が明らかになった医師の責任を免責するためのもので
はない」ことから，「故意，怠慢はもちろん，重大な過失などが明らかであると，
所定の判定機関が認定した場合には，基金は当該医師あるいは医療機関に対す
る求償権を保有すべき」としている 23。結局のところ，無過失補償制度を創設
して患者側に迅速な補償をなすことで，不毛な訴訟に労力と時間を空費させら
れないようにしようと企図していると考えられる。
　こうした議論にあっては，その運営に伴う財源をどうするのか，そして制度
運営に伴うコストをどのように見積もるのかという問題を避けては通れない。
まず財源の点に関しては，公的資本による基金によるべきと主張するものが多
い。たとえば，藤村医師は，「医師の過失の有無にかかわらず被障害者の補償
を行うものであり，医事紛争による医師・患者間の信頼関係の破壊を未然に防
止し，国民医療の適正な施行を図るという目的をもつ」ことから，「すべての
国民が対象となりうる現実を考慮すれば，公的資金を導入して基金を設けるこ
とが望ましい」と主張している。ただ同時に，「医療に主導的立場にある医師           
も，社会的責任として基金の一部を分担」すべきとの議論があってよいとも指
摘している 24。また制度運営にかかるコストについては，本制度により「医療
事故にかかわるコストが大幅に削減され，医療費の増加を抑制」できるとする
見解 25 がある一方で，「費用は今の民事裁判による賠償よりははるかにかかる
ことになる」とする見解もある 26。
　本制度が創設された後には，日本医師会常任理事で，委員としても尽力した
木下勝之医師が，本制度につき評価をしている。すなわち，審査委員会におい
て「原因を究明し医学的に問題なしとされれば，患者側も納得できるケースが
増えていくと思われる」という。また，「問題ありとされたケースは，ACOG
〔著者注：米国産婦人科学会〕の基準からすると，裁判では基本的に，過失があっ
たのか，その過失と脳性麻痺には因果関係があるのかという 2点が争われるこ
とになり，慎重な調査が必要となる」が，「審査の結果を患者側，病院側双方
に示し話し合いをするとなれば，和解額は高額になったとしても，現在のよう
に即裁判となるケースは減り，和解で対応するケースが増えると思われる」。「患
者や患者側の弁護士，あるいはマスメディアには，この補償制度をもって，本
来であれば訴訟になるべきであったものがうやむやにされていくのではないか
という見方がある。また国は，こういった制度を作った以上は，脳性麻痺の数
をできるだけ減らすよう，産婦人科医に努力を求めてくるであろう。双方を納
得させるためにも，すべての産婦人科医は訴訟をゼロにすることを目指し，自
助努力として具体的な施策を考えていかなければならない」とする 27。
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　医療の分野における無過失補償制度については，まず，従来から加藤良夫弁
護士が一貫して提唱してきた「医療被害防止・救済センター」構想を挙げねば
ならない。この構想は，医療被害者の早期救済，医療現場等への再発防止策等
のフィードバック，診療レベルの向上，医療制度の改善，患者の権利の確立等
に役立つ活動をすることを目的に掲げたうえで，あらゆる診療ミス・医療事故，           
そして薬害・医療機器事故に伴う事故を対象にして，無過失であっても因果関
係が認められれば（「著しく意外な結果」という基準で判断）補償を認めようと
するものである。財源は税金および患者の一部負担金のみならず，医療側・製
薬メーカー側の拠出とされ，問題のある相手方には求償するとされている。ま
たこの構想に特徴的な点として，陪審制度の活用があり，これにより患者中心
の医療に向けた改革が生まれてくるという 28。
　その他にも，近藤昌明判事が，「現在の医事関係訴訟事件の判断枠組みが患
者側の期待と医療機関側の実情にマッチしているのか」という問題について「否
定的な感想を抱いている」としたうえで，「民法の過失責任を修正して，立証
責任の転換による中間責任の領域として認めていくこと及び保険制度と結びつ
いた立法を検討すべき」とし，具体的には，「患者側の要求も受け入れられる
ような制度設計をするとすれば，患者側も診療報酬費に上乗せして支払い，医
療機関側も必要経費として負担することを考えるべき」としていた 29。
　本制度創設へ向けて議論がなされるなか，畑中綾子氏は本制度の内包する問
題点を指摘していた。まず，「先天性を除外するということは，医療者の行為
と結果との因果関係の証明は必要ということになる。しかし，専門家でも先天
性かどうかを判断することは難しいとする意見もあり，このような因果関係の
証明は可能なのであろうか。その際，どのような証明を要求するか，誰が証明
するか，によっては，対象の限定やもれの生じる可能性もある」と指摘する。
また，「原因究明に主眼をおくことが最も重要なこととなろう。訴訟という選
択を残す以上，補償に満足がいかなければ訴訟提起はなされる。また，すべて
の障害をもって生まれた児に対する平等な保障は財政的にも困難である」とし
ていた 30。
　本制度が創設された後においては，本制度の創設にあたり委員として尽力し
た野田愛子弁護士が，「実際の運用に当たっては，対象基準，除外基準の審査，
明白な過失のある場合の補償と損害賠償との調整など，困難な問題も多いと思
われるが，各分野の専門家の協力により，適正かつ迅速な運用に期待したい」           
と前向きな評価を示しているほか 31，峯川浩子講師は，本制度によっても十分
な救済が図られないという前提のもとで，「訴訟リスクは依然と高く，本制度
創設の趣旨である『医師の訴訟負担の軽減と医師不足の解消』にどれほど効果
があるかは疑問の多いところ」とし，「政府としては，訴訟に拠らなくとも紛
争解決できるように，積極的に ADRを支援する施策を講ずる必要がある」と
する。具体的には，「当事者にとっての最適な紛争解決・救済方法は，専門的
かつ公平・公正な情報・資料に基づく事件全容の解明を基礎として初めて発見
され実現されていくものであり，これに最も時間とお金を費やすのだから，例
えば，民間型 ADR業者が ADRを行うにしても，鑑定を行うためのあらゆる
分野の専門家を数多く集められるように資金援助をする。または…，目下検討
中の死因解明を行う『医療安全調査委員会（仮称）』に対し，死者以外の患者
についての申立てを認めて真相究明をさせる。あるいはもっと積極的に，公害
等調整委員会のような公正・中立な立場で真実の解明を行い紛争解決する行政
型 ADR機関を設置するなどして，迅速な紛争解決ができるように，国が率先
してなんらかの施策を講じて紛争の予防・早期解決を図り，訴訟負担の軽減と
医師不足の解消，医療供給体制の確保を図る必要がある」という 32。
　また，日本弁護士連合会は，2008 年 10 月に開催された第 51 回人権擁護大
会シンポジウムにおいて，「今後，他分野において医療事故無過失補償制度を
作る場合には，社会的な視点に立って国家的組織が運営し，国家が費用を負担
するとともに，医療機関・医療機器製造業者と患者の双方が費用を分担する
無過失補償制度が望まれる」とし 33，医療事故全体について，「被害者の救済」
と「医療の安全と質の向上」を目的とした「医療被害防止・救済機構」を創設
し無過失補償制度を創設することを定める法律の制定を提言している。
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　従来，分娩事故に係る紛争の解決はもっぱら訴訟によるほかなく，訴訟の場           
で事実確認，過失判断および因果関係の認定をめぐって多大な時間が費やされ
てきた。そうした現状にあって，分娩に係る障害を被った児および親が一定の
範囲で保護されることになったのはまことに喜ばしいことである。多数の産科
医が本制度の創設を待ち望んでいたことは前章でも見たとおりであり，実際本
制度への加入率もかなり高い水準を示している現状を見れば，本制度が産科医
にとって一筋の光明に一定程度なることは間違いないと思われる。ただ，今後
に残された課題や見守っていくべき展望がいくつかあるように思われるので，
以下順に検討していくこととしたい。
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　多数の産科医が訴訟提起件数の減少を望んでいたことからすれば，本制度の
今後の評価は，まさに新制度発足によってどのくらい当該領域における訴訟が
実際に減少するのかという点にかかっているといえる。言い換えれば，従来か
ら問題視されていた萎縮医療や産科医の不安を軽減しようと思えば，訴訟提起
件数の減少という目に見える形で結果が現われなければ，一体何のための制度
だったのかということになりかねないのである。補償後は訴訟提起ができない
ような仕組みを構築しようとしていた従来の見解や提言は，このような結末を
迎えることになりかねないとの懸念に基づくものと考えられるし，そしてまた，
無過失補償制度による補償を受けた後には損害賠償請求を認めない制度を採用
する国もあるところである 34。しかしながら，わが国においては，憲法上の裁
判を受ける権利への配慮もあって，補償を受けた場合であっても損害賠償請求
訴訟を提起しても差し支えないこととなった。そのため，本制度発足後の訴訟
提起件数の推移については検討を要するところである。
　今後の傾向の予測としては，減少すると解する見解も，減少することにつき
懐疑的だとする見解も見られたところだが 35，これに関しては，①補償金の支
給を受けた児およびその親の訴訟提起，および ,②補償金の支給を受けられな
かった児およびその親の訴訟提起 ,という 2つの観点から検討していく必要が           
あるかと思われる。
　まず①に関しては，結局のところ本制度によって十分な支援がなされたと補
償金の支給を受けた児および親が考えるかどうかに大いにかかっている。すな
わち，補償だけで支援が十分ではないと考えれば，その後民事訴訟を提起する
ことも十分に考えられる 36。場合によっては，補償金が訴訟を継続していくた
めのいわば軍資金として機能するおそれすら考えられる。ただ，準備委員会で
何度も指摘があったように，訴訟提起に至る原因が，損害賠償金の確保のみで
はなく，事故の真相解明にもあるのであれば，運営組織による当該児や親に対
する情報提供を十分になすことで，訴訟件数の減少に一定程度の影響を与える
ことができるかもしれない 37。
　それでは②に関してはどうだろうか。本制度においては，先天性障害を持つ
児および新生児期に障害を被った児については補償の対象とされなかった。と
りわけ前者の先天性障害については，その見極めの困難性を指摘した第 2回準
備委員会における我妻暁医師の証言もあって，同委員会の議論においても，補
償の対象とすべきとの指摘がなされていたが，自民党の提示した枠組みから外
れるということ，そして先天性の異常は医療事故ではないとの認識等から，最
終的に補償支給の対象とはされなかった。このような先天性障害を保護の対象
から除外することは，別段本制度に限ったことではない。確かに，先天性障害
は事故に基づくものではないために，「医療事故に対する補償」という枠内で
の議論の俎上にはのぼりにくいといえる。現に，無過失補償制度の先進国とさ
れるスウェーデンにおいても，先天性障害は対象から外されているようである。
　そうであるにせよ，このような仕組みが存する以上，本制度が発足すれば，
不可避的に，同じ脳性麻痺でありながら，制度による保護を受けられる者と制
度による保護を受けられない者とが出てくることとなる。そうすると，先天性
要因に基づく障害であるか否かの見極めが微妙な事案において，補償対象とさ
れなかった児およびその親は，それを不公平と感じ，不服として訴訟を提起す
る可能性が非常に高いと考えられる 38。ここでもやはり当該児およびその親に           
対してどのように情報提供されるのかという点が重要になることは間違いない
が，それ以上にどのような審査がなされるのかが重要になってくるように思わ
れる。そこでひとまず節を改めて，審査においてどのような判断がなされるの
か，そしてその判断が訴訟における判断に何らかの影響を与えうるのかについ
て検討することとしたい。
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　これまで医療過誤の領域においては，その特質を踏まえ，判例・学説上さま
ざまな法理が主張・展開されてきた。こうした法理が患者側の保護に少なから
ず貢献してきたのは紛れもない事実である。そうだとすれば，今後こうした法
理が，本制度が実際に動き出すことにより何らかの影響を受けうるのかについ
てはきちんと見ておく必要があるだろう。そこで以下では，そうした判例法理
のうち，とりわけ過失および因果関係の領域で展開されてきた法理が，本制度
の判断によってどのような影響を受けることが考えられるのかを検討すること
としたい。
　まずㆊᄬについて。本制度における原因分析委員会は，原因の分析を「法律
的な観点」から判断するのではなく，あくまでも「医学的観点」からおこなう
としている。他方で，同委員会における審査の結果，当該分娩機関に「明白な
重過失があると思料される」場合，調整委員会に諮ったうえで，それを基礎と
して当該分娩機関に対して求償することが制度上予定されている。理念として
は，ここでいう医学的観点からの判断と法律的な観点からの判断とが異なるこ
とは理解できる。すなわち，前者は当該結果を見た上でいかなる原因で結果が
発生したのか，そしてそれは回避することが可能であったのかということを純
粋に医学的な観点から判断することになるのに対して，後者は行為時点で当該
分娩機関ないし医師にどのような行為を要求することが可能であったのかとい
う法学的な基準に基づき過失判断をなす。しかしながら，例外的ではあるにせ
よ，そして調整委員会の判断を経由するにせよ，医学的観点に基づく判断が法           
的判断へと接合される可能性が予め制度内に組み込まれていることは紛れもな
い事実である 39。したがってここでは，この両者の関係を上述の図式どおりに
全く異なるものとしておくことはできなくなるのであって，今後はおよそこの
両者の関係をどのように考えるべきかが正面から問われることになろう。　
　そもそも法学的な意味での過失判断－当該時点での結果回避義務からの離脱
という判断枠組み－といっても，わが国の判例においては常に医療水準と関連
させた議論がなされてきた。その結果として，上述のような制度上の分別可能
性を超えて両者は親和性を有しているといえるのであって，およそ理念的にも
そのような分離が可能かという点が常に問題とされていることに注意しなくて
はならない。平成に入ってからの最高裁判決において，経験則を用いて原審の
過失判断を破棄するものが散見されるところでもあり 40，この問題についての
研究は急務といえるだろう 41。
　次に࿃ᨐ㑐ଥについて。ここではまず，運営組織の審査において因果関係が
どのように判断されると指摘されていたのかが問題となる。ところが，準備委
員会の議論においては，先天性障害の判断の困難性についての指摘が何度もさ
れていたにもかかわらず，この点につき実質的な議論が交わされた形跡は伺え
ない。そのため，今後どのような判断がなされるのかは不透明といわざるを得
ない。審査委員のなかに産科医等の専門家が加わることから，そのような基準
を予め定めておかなくとも問題ないと考えられたのかもしれない。しかしなが
ら，本制度と対比されることの多い，医薬品被害救済・研究振興基金法による
損害補償においては，まさに因果関係の認定の困難性が支給率の低さの原因の
1つであることが指摘されている 42。加藤弁護士の構想において，「著しく意
外な結果」という基準を採用しているのもこの辺りへの配慮からであろう 43。
因果関係を緩やかに解することが本制度の目的に資することになろうが 44，予
断は許されない。
　先天性要因に基づく障害であるか否かの見極めが微妙な事案において，本制
度における審査では因果関係が認められないとの判断がなされた場合，当該児           
およびその親は，当該分娩機関に対して，補償契約に基づき補償金支払いの履
行を求めるべく，または当該分娩機関に過誤があったとして不法行為に基づく
損害賠償を請求すべく，民事訴訟に打って出ることが大いに考えられる。そし
てそこでは，「分娩に係る医療事故」であったのか否かが再度問われることと
なる。しかし，裁判所における因果関係判断においては，従来通り「高度の蓋
然性」という基準が堅持され続けるだろうと思われる。とすれば，審査段階に
おいてどのような基準で因果関係判断がされようとも，訴訟において当該審査
と違える判断がされる可能性は非常に低いといえよう。
　ただ，因果関係をめぐっては，従来から過失とともに訴訟における立証困難
性が指摘されてきたところ，近時最高裁において「相当程度の可能性」という
概念が採用され大きな動きが見られる 45。そうすると，補償対象とならなかっ
た当該児および親は，上述のような予測を踏まえて，この法理に依拠した保護
の道を模索し，場合によっては，本制度では補償対象にはならないにもかかわ
らず訴訟においては損害賠償請求が認容されるという「ねじれ現象」が発生す
ることもあるかもしれない。そうすると，本制度の理念と本法理を採用した最
高裁の趣旨との間の折り合い（「調整」）をどのようにつけるのかという非常に
厄介な問題に直面することとなってしまう 46。
　このように本法理は今後ますます注目されることになるのかもしれない。し
かしながら，本法理に関する研究は未だ端緒についたばかりである。これにつ
いても今後の研究の進展が急務であるといえるだろう。
╙ ▵ޓ੹ᓟߩ⼏⺰ߩࠁߊ߃ޓ
　これまでの検討からいえることは，本制度発足後，訴訟提起の件数が当初の
もくろみ通りに推移するかどうかについては未だ不透明な部分が多いというこ
とである。ここでさらにもう 1つ付け加えるならば，こうした補償制度が必要
であるのは，分娩に係る医療事故に遭遇した者にとどまらないということであ
る。報告書においては「将来的には，…産科の枠を超え，医療全体を視野に入           
れた公的な補償制度の設立を目指していくことが望ましい」との提案が見られ
ることから，今後本制度の運用を通じて得た経験を活かし，新たな制度の議論
がなされてゆくはずである。本制度発足後，補償を受ける側と補償を受けられ
ない側（他の領域で医療事故に遭遇した者）との間に醸成されうる「不公平感」も，
こうした議論を後押しするであろう。言い換えれば，医療制度全体を視野に入
れた無過失補償制度の創設につきヨリ積極的な検討がなされるべきとの声が高
まってゆくことは間違いなさそうである。
　従来，こうした制度の創設に関しては，諸外国の制度についての研究を踏ま
えて 47，学者や弁護士からの内発的な提言がなされてきた。たとえば，前章で
挙げた加藤弁護士の提案や日弁連の提言などがそうである。その他にも，ヨリ
射程の広い補償制度創設の構想を示す論者として加藤雅信教授がいる。すなわ
ち加藤教授は，現行の不法行為制度の抱える問題点（①被害救済の実効性，②
社会的な負の対応，③裁判における後退現象，④多数の個別的救済システムが並立
していることに伴う問題点，⑤定期金賠償ではなく賠償金の一括払方式が採用され
ていることに伴い，現実の損害と賠償金との間に食い違いが生じがちなこと）を
踏まえ，「社会保険制度と損害賠償制度を合体した，単一の総合的な人身被害
の救済システム」の設立を提唱している 48。これら 5つの問題点については，
本制度創設にあたって指摘された問題点および本制度発足後に生じてくると思
われる問題点とほぼ一致するところであり，加藤教授の指摘はまことに慧眼で
あるといえよう。上述した方向性での議論をするにあっては，これらの提案に
大いに耳を傾けるべきであろう。
　本制度は，従来の訴訟を中心とした救済が十分でないことをそもそもの出発
点としていた。しかしだからといって，上述のような救済システムを採用して
訴訟制度による救済を否定する方向性の議論ばかりを志向してよいのかという
疑問が頭をよぎる。またそもそも，このような構想じたいが財源の問題から実
現困難との指摘も根強く存在するところである。この点については，ヨリ詳細
な研究が必要であり，ここで安易に回答を示すことは控えておきたい。しかし           
ながら現段階でいえることは，医療過誤訴訟という紛争解決手段は万能ではな
く加藤教授の指摘するような問題点があるとはいっても，この紛争解決手段の
みが果たすことのできる役割があるのではないかということである。少し考え
ただけでも，故意や重過失の認められる医師へのサンクション機能 49 やそれ
ぞれの事案を踏まえた賠償金の認定等をその例として挙げることができよう 50。
これらについては確かに，補償制度によってもある程度の対応は可能であるが，
訴訟と比べるとやはり十分とはいえないだろう。その他にも，不法行為法が体
現するとされる「正義の視点」を補償制度が代替することは適わないであろう 51。
結局のところ，事故に遭遇した者の「救済」といっても，各紛争解決手段によっ
てその意味するところは全く異なるし，各紛争解決手段によって果たすべき役
割も異なるのである（たとえば，補償制度においては，原因分析を通じて今後の
同種の事故防止につなげることができる）52。
　とすれば今後は，訴訟という紛争解決手段が他の手段（ADRなども含まれる）
と「協働」しながらどのような役割を担っていくべきなのか－「社会全体の複
合的な制度の中に不法行為制度がどのように組み込まれており，どのような機
能を営んでいるのかという視点」53 －を真摯に考えつつ，医療過誤における法
理に関する研究にヨリ一層努め，医療関係者の訴訟制度に対する不信感を解消
していくことが求められるのであって，これこそが今後の医事法学者に課せら
れた課題といえよう。このような研究を通じてこそ，医療事故にまつわる紛争
にとっての新たな兆しが見えてくるように思われる。
╙㧡┨ޓ⚿߮ߦ߆߃ߡ
　産科医療補償制度について関心を持ったのは，浅井尚子先生が「ようやく出
来ました」とうれしそうに「出産事故に介護費 2000 万」との見出しのついた
新聞記事のコピーを研究室に持ってきて下さって以来である。その後，先生と
短い時間ではあるがこの制度について若干の議論をさせて頂いた。浅井先生の           
退職記念号にこのような論文を掲載することができ素直にうれしく思う。もち
ろん，この領域についての研究は個人的にほとんど手をつけてこなかったため，
本稿での検討が極めて不十分であり 54，この領域に関して一貫して研究してこ
られ，また「医療に伴い発生する障害補償制度検討委員会」における副委員長
として提言作成に尽力された浅井先生のご研究に遠く及ばないことは，重々承
知しているつもりである。だが，このように論文の形にしてささやかながらも
私見を提示できたのは，浅井先生からのご指導の賜物だと思う。もちろん本稿
のみで先生から受けた学恩をお返しすることは適わないので，これからの研究
でもってお返しすることをここに誓いたいと思う。浅井先生のご退職を記念し
て本稿を捧げる次第である。
ᵈ
１ なお近時では，横浜市立大学病院患者取違え事件，都立広尾病院事件，福島県立大野記念
病院事件などに代表される産科医への刑事責任の追及の増加もその一因であるといわれてい
る。このような産科医療の危機に関しては，日本産科婦人科学会で医療体制検討を担当して
きた海野信也教授による「産科医療危機　その背景・現状・対策」公営企業40巻6号2頁以
下（2008）が，データも豊富で示唆に富む。また，小松秀樹『医療崩壊－「立ち去り型サボ
タージュ」とは何か』（朝日新聞出版，2006）もこの辺りの事情に詳しい。
２ もちろん発足後の運営状況を踏まえた研究が今後必要であることはいうまでもない。
３ 日本医師会法制委員会「『医療事故の法的処理とその基礎理論』に関する報告書」日医雑
誌68巻2号183頁以下（1972）。
４ 日本医師会法制委員会・前掲注（3）203頁。提言された他の2つとは，医師賠償責任保険
の創設および紛争処理機構の創設である。前者については，日本医師会医師賠償責任保険制
度（日医医賠責）という形で実現している。また後者についても，ADRという形で実現化
へ向けた試みが近時見受けられる。これについては，西口元「医療ADRの目的と手続」判
タ1271号40頁以下（2008），植木哲「医療ADR機関設立の試み－千葉県の場合」判タ1271
号45頁以下（2008），和田仁孝『ADR 理論と実践』106頁以下〔和田仁孝＝中西淑美〕（有
斐閣，2007）などを参照。
５ 医療に伴い発生する障害補償制度検討委員会「医療に伴い発生する障害補償制度の創設を
めざして」日本医師会編『国民医療年鑑平成17年度（2005 ～ 2006）版－医療改革の視点（そ
の2）』495頁以下（春秋社，2006）。
６ これについては，http://www.jimin.jp/jimin/seisaku/2006/seisaku-027.htmlにおいて，「無           
過失補償制度にかかる費用の流れ」とともに全文が公開されている。
７ 委員会での会議録および会議資料（一部）は，http://www.sanka-hp.jcqhc.or.jp/ outline/
detail.htmlにて取得することが可能である。以下，これを引用する際は，「第○回『準備委
員会』会議録○頁」とする。
８ 同報告書（以下，「報告書」という）は，http://www.sanka-hp.jcqhc.or.jp/pdf/ obstetrics_report.
pdfにて取得することが可能である。
９　第1回産科医療補償制度運営委員会会議録および会議資料（一部）に関しては，http://
www.sanka-hp.jcqhc.or.jp/outline/management.htmlにて取得することが可能である。以
下，これを引用する際は，「『運営委員会』会議録○頁」とする。
10　以上の経緯につき，http://www.sanka-hp.jcqhc.or.jp/index.html，後信・河北博文「新し
く創設される産科医療補償制度の概要と課題」産婦人科の実際57巻6号1015頁以下（2008）
などを参照。
11「産科医療補償制度加入規約」（以下，「加入規約」という）は，http://www.sanka-hp.
jcqhc.or.jp/pdf/ob_kiyaku.pdfにて取得することが可能である。
12　http://www.sanka-hp.jcqhc.or.jp/pdf/081202kanyujoukyo.pdfを参照。　
13　厚生省研究班（当時）が1968年に定義したところによれば，脳性麻痺とは，「受胎から新
生児（生後4週以内）までの間に生じた脳の非進行性病変に基づく，永続的なしかも変化し
うる運動および姿勢の異常」をいい，その症状は2歳までに発現するとされる。しかしながら，
進行性疾患，一過性の運動障害，正常化されるであろうと思われる運動発達遅滞は除外され
る。この定義は，「産科医療補償制度標準約款」においても採用されている。同約款2条2号
を参照。なお，第3回準備委員会に参考人として呼ばれた岡明医師は，「社会一般の受け取
り方として，脳性麻痺というのは，周産期の何か脳障害のこと全部」をいうと思われがちで
あるが，運動障害のみをいうと強調している。第３回「準備委員会」会議録17頁。
14　分娩機関が廃業した場合や緊急搬送等がされた場合にも，児が不利益とならないような配
慮がなされている。加入規約14条，22条。
15「産科医療補償制度標準補償約款」（以下，「標準補償約款」という）は，http://www.
sanka-hp.jcqhc.or.jp/pdf/obstetrics_yakkan.pdfにて取得することが可能である。
16　この点については準備委員会でもかなりの議論が尽くされており，専門家の間でも絶対的
基準を設けることに懐疑的な見解が多かったことがわかる。第6回「準備委員会」会議録19
頁以下を参照。最終的には，調査委員会のまとめた報告書のデータからこの数値を下回るケー
スでは早熟性を原因とする脳性麻痺の多いことが示され，原則として数値に基づいて一律に
判断することとされた。
17　在胎週数28週未満の児は「原則として」個別審査の対象としないとされている。このよ
うな限定が付された理由は，「臓器・生理機能等の発達が未熟なために，医療を行っても脳
性麻痺となるリスクを回避できる可能性が医学的に極めて少ない児については，分娩に係る
医療事故に該当するとはおよそ考え難い」ことによる。
18　加入規約24条3号を参照。
19　報告書においては，年金方式による商品化が望ましいものの，「補償の対象となる脳性麻
痺児についての生存曲線に関するデータは皆無に近く，年金方式による収支の見込みを立て
ることができない」ことから，結局このような方式が採用されるに至ったとされている。報           
告書9頁以下。
20　岡井崇「無過失補償制度」臨床婦人科産科61巻3号268頁以下（2007）。
21　長野展久「医療事故のセイフティネット－無過失補償制度」病院65巻1号49頁以下（2006）。
氏は，こうした制度により「医師のインフォームド・コンセントにおける心理的負担の軽減」
にもつながり，「結果的に医師の説明義務違反をめぐる紛争にも歯止めをかけることができ
る」とも指摘している。
22　藤村伸「無過失補償制度について」日医雑誌135巻4号別冊18頁（2006）。
23　藤村・前掲注（22）18頁。
24　藤村・前掲注（22）18頁。
25　岡井・前掲注（20）268頁以下。
26　小松・前掲注（1）242頁。
27　木下勝之「産婦人科医師全員で盛りたてよう無過失補償制度」日医雑誌137巻4号別冊19
頁以下（2008）。
28　この構想に関する詳細は，加藤良夫・増田聖子『患者側弁護士のための実践医療過誤訴訟』
41頁以下（日本評論社，2004），加藤良夫「救済システムが事故防止に機能する」医事法学
18号94頁以下（2003）などを参照。なお，加藤弁護士は，第2回準備委員会にも参考人と
して呼ばれている。ここで加藤弁護士はこうした制度の立上げが遅れた理由について，財源，
賠償対象の範囲およびモラルハザードの3つの問題を挙げている。第2回「準備委員会」会
議録32頁以下。また，この点に関しては，山口斉昭「医療事故被害者救済制度について－
加藤構想とフランス患者の権利法－」賠償科学30号56頁以下（2003）も参照。
29　近藤昌明「医療安全に関する民事訴訟の現状」ジュリ1323号38頁（2006）。なお，近藤判
事は，無過失責任の導入につき，損害賠償法の定める枠組みから大きく乖離して賠償額が僅
少とならざるを得ないため，何の解決にもならないと指摘する。
30　畑中綾子「医療事故無過失補償制度の論点～産科医療無過失補償制度の議論に着目して」
社会技術研究論文集5巻129頁以下（2008）。
31　野田愛子「産科医療の無過失保障制度について」民情263号1頁（2008）。
32　峯川浩子「産科医療補償制度」医事法学23号260頁以下（2008）。
33『第51回　人権擁護大会シンポジウム　第2分科会　基調報告書　安全で質の高い医療を
実現するために－医療事故の防止と被害の救済のあり方を考える－』111頁以下（2008）。
34　その代表例がニュージーランドであるが，同国においてもこれをめぐっていろいろと動き
があったようである。これらの経緯を紹介する近時のものとして，甲斐克則「ニュージーラ
ンドにおける医療事故と被害者の救済」比較法学42巻1号82頁以下（2008）がある。
35　スウェーデンにおいては，無過失補償制度を導入したことにより訴訟件数が減少したとさ
れる。しかし，この原因については，勝訴することにより「予期される利益が訴訟費用を上
回ることは考えられないため，訴訟の芽を摘む結果となっている」からとの指摘をする見解
も存する。小松・前掲注（1）246頁，長野・前掲注（21）49頁。
36　我妻学「分娩に関連する脳性麻痺に対する無過失補償制度－バージニア州における無過失
補償制度を中心にして－」都法48巻2号110頁以下（2007）。
37「運営委員会」会議録20頁においては，原因分析報告書の書き方につき，「国民から見て
わかりやすいように」との指摘がなされている。           
38　そのため，準備委員会でも主張されていたように，こうした児らに対し，では「医療事故
に対する補償」という枠組みを離れた場面でどのような保護を与えることが可能であるかに
ついて，様々な角度から検討する必要があるだろう。こうした議論が尽くされてはじめて両
者の「不公平感」が解消されるのであって，そうでなければ，この「不公平感」が今後訴訟
提起を逆に誘発することにもなりかねないと考える。
39　この点については，第12回「準備委員会」会議録23頁や「運営委員会」会議録24頁にお
いて両者の区別を強調する指摘が見られるものの，だからといって，このような接合可能性
を完全に払拭することはできないであろう。
40　小池泰「判例紹介（最高裁平成18年1月27日判決）」民商135巻6号204頁以下（2007），
拙稿「判例紹介（最高裁平成19年4月3日判決）」民商137巻2号228頁以下（2007）などを
参照。
41　当該分娩機関に「明白な重過失があると思料される」とされた場合に，患者側には示談等
の選択肢もあるにせよ訴訟に打って出る可能性も十分にあると思われる（ただ，制度規約
27条によれば，この結果が分娩機関側にのみ提供されるかのような規定が置かれているこ
とに注目しておく必要がある）。ここでは，あくまでも「思料される」にすぎず，裁判官が
この判断に束縛されることなく自由に判断してもよいことから，審査における判断と訴訟に
おける過失判断とに齟齬が見られるケースが皆無とはいえないことも押さえておくべきであ
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